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平成１３年度東京都臨海地域開発事業会計決算審査意見書

第１ 審 査 の 概 要

１ 審 査 の 対 象 港 湾 局

２ 審 査 の 手 続

この決算審査に当たっては、知事から提出された決算書類が、東京都臨海地域開発事業の経営

成績及び財政状態を適正に表示しているかどうかを検証するため、会計帳票、証拠書類の照合等

通常実施すべき審査手続を実施したほか、必要と認めるその他の審査手続を実施した。

ついで、平成１３年４月１日に行われた東京都埋立事業、東京都臨海副都心開発事業及び東京

都羽田沖埋立事業の統合に伴う処理が適正に行われたかどうか、また本事業の経営内容の動向を

把握するため計数の分析を行い、経済性の発揮及び公共性の確保を主眼として考察した。

３ 審 査 の 期 間 平成１４年６月３日から同年８月２３日まで

第２ 審 査 の 結 果

１ 決算諸表について

審査に付された決算諸表は、臨海地域開発事業の経営成績及び財政状態を適正に表示している

ものと認められる。

２ 事業の全体に関する事項について

当会計は、平成１３年２月に策定された「ベイエリア２１」に基づき、東京臨海地域の総合的

・一体的な開発・整備を進めていくに当たり、広域的な観点から事業を進め、財政基盤を強化す

ることを目的として統合されたものである。

統合について、経営的視点からみたところ、他会計からの借入金などの負債を圧縮し、資金収

支が改善していることが認められた。

三会計統合後の経営状況は、４８億７，６６８万余円の純損失を計上し、４３億９，３７４万

余円の未処理欠損金を生じており、引き続き経営改善に努める必要がある。
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第３ 経営状況の概要

臨海地域開発事業会計は、東京臨海地域全体を総合的・一体的に整備し、開発することを目的

として、平成１３年４月１日に｢臨海副都心開発事業会計｣及び「羽田沖埋立事業会計」を「埋立

事業会計」に統合し設置されたものである。

平成１３年度は、埋立地の造成及び都市基盤施設の整備等を行うとともに、東京港臨海道路整

備等に関する工事等に対して開発者として負担を行い、表１の事業を行っている。

また、埋立地の処分については「東京港における埋立地の開発に関する要綱」及び「埋立地開

発事業実施計画」に基づき、表２のとおり商業・業務施設等用地その他７万２，８１６．９２

ｍ の処分を行っている。２

（表１）埋立事業

内 容

埋立地造成事業 豊洲・晴海地区防潮護岸整備をはじめ、基盤整備、護岸の改修等

環境整備事業 東京港の臨海部の埋立造成に伴い失われた自然の回復、埋立地の環

境保全及び将来の開発処分にあたってのまちづくりを目指している。

道路橋梁整備事業 埋立地の陸上交通及び既成市街地の交通路を確保し、早期開発を促

進するため、道路橋梁を整備する。

埋立改良事業 埋立地の道路、橋梁、公園施設の改良等

臨海副都心建設事業 臨海副都心地域の都市基盤整備及び有明北地区の埋立造成を行う。

①共同溝整備、②プロムナード整備、③上水道整備、④下水道整備、

⑤整地（盛土）、⑥地中障害物撤去補償、⑦開発者負担金の支出及び

⑧有明北地区の埋立造成

臨海副都心改良事業 臨海副都心地域の埋設物の移設及び公園改良を行う。

羽田沖整備事業 羽田沖埋立地前面の浅場造成等

（表２）土地処分実績

地区区分 件数 面積（ｍ ） 処分収益（円）２

港湾計画埋立地区 長期貸付 １ 13,841.48 836,468.319

売却等 ６ 38,975.55 10,353,340,937

臨海副都心地区 売却 １ 19,999.89 9,803,946,078

合計 ８ 72,816.92 20,993,755,334
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（１）経営成績について

当年度の経営成績は、表３（詳細は、別表１損益計算書参照）のとおり、総収益４７９億

９，１７６万余円、総費用５２８億６，８４５万余円であり、差引き４８億７，６６８万余円

の純損失となっている。

(表３)経営成績表 （単位：千円) （表４）収益の内訳 （単位：千円）

平成１３年度 平成１３年度

項 目 区 分

金 額 金 額

収 営 業 収 益(a) 34,476,979 営 業 収 益 34,476,979

益 営 業 外 収 益(b) 13,514,786 埋 立 地 処 分 収 益 11,424,980

総 収 益(c=a+b) 47,991,766 臨 海 副 都 心 用 地 処 分 収 益 9,803,946

費 営 業 費 用(d) 26,568,705 埋立地賃貸料収益 3,790,477

用 営 業 外 費 用(e) 26,299,746 臨海副都心用地賃貸料収益 9,457,576

総 費 用(ｆ=d+e) 52,868,452 営 業 外 収 益 13,514,786

純利益( 損失)(g=c-f) 4,876,686 受 取 利 息 10,185,397△ △

預 金 利 息 25,585

貸 付 金 利 息 10,159,811

雑 収 益 3,329,389

分 納 利 息 34,219

土 地 貸 付 料 2,040,643

海 上 公 園 利 用 料 176,821

有 料 公 園 ・ 施 設 利 用 料 348,045

光 熱 水 費 受 入 22,522

共 同 溝 収 益 498,262

不 用 品 売 却 収 益 1,000

そ の 他 雑 収 益 207,873

総 収 益 47,991,766

ア 収益について

収益は、表４のとおり、総収益は４７９億９，１７６万余円であり、その内訳は、営業収

益が３４４億７，６９７万余円、営業外収益が１３５億１，４７８万余円である。

このうち、営業収益は、埋立地処分収益が１１４億２，４９８万余円、臨海副都心用地処

分収益が９８億３９４万余円、埋立地賃貸料収益が３７億９，０４７万余円、臨海副都心用

地賃貸料収益が９４億５，７５７万余円となっている。

営業外収益は、１３５億１，４７８万余円で、その内訳は、受取利息が１０１億８，５３

９万余円、雑収益が３３億２，９３８万余円である。

受取利息の主なものは、貸付金利息で、１０１億５，９８１万余円となっており、雑収益

の主なものは、事業用借地権の設定による土地の貸付（暫定貸付)などによる土地の貸付料２

０億４，０６４万余円、共同溝使用料である共同溝収益４億９，８２６万余円となっている。
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イ 費用について

費用は、表５のとおり、総費用５２８億６，８４５万余円であり、その内訳は、営業費用

が２６５億６，８７０万余円、営業外費用が２６２億９，９７４万余円である。

営業費用の主な内訳は、臨海副都心用地処分原価が１４７億２，５９９万余円、埋立地処

分原価が７０億６，３６６万余円、一般管理費が４６億８，５０１万余円である。

営業外費用の内訳は、支払利息及企業債取扱諸費が２５１億９，１９４万余円、雑支出が

１１億７８０万余円である。支払利息及企業債取扱諸費の主なものは、企業債利息の１５９

億８，０８１万余円である。

なお、給与費及び職員数等は、表６のとおりである。

（表５）費 用 の 内 訳 （単位：千円） （表６）給与費明細表

平成１３年度 平成１３年度

区 分 区 分

金 額 損益勘定 資本勘定 計

営 業 費 用 26,568,705 千円 千円 千円

埋 立 地 処 分 原 価 7,063,662 給 料 412,828 273,322 686,150

臨海副都心用地処分原価 14,725,992 手 当 355,971 223,792 579,763

一 般 管 理 費 4,685,010 法定福利費 120,300 75,371 195,671

減 価 償 却 費 93,059 計 889,100 572,487 1,461,587

資 産 減 耗 費 980 職 員 数 98人 67人 165人

営 業 外 費 用 26,299,746 平 均 年 齢 41歳 9月

支払利息及び企業債取扱諸費 25,191,945 職員１人当 千円

企業債利息 15,980,818 たり給与費 ７，６７２

延払利息 9,147,282 (注)１ 職員数及び平均年齢は、年度末現在における

企業債手数料及取扱費 63,844 ものである。

雑 支 出 1,107,800 (注)２ 職員１人当たり給与費は、

不 用 品 売 却 原 価 543 （給与＋手当)÷月当たり平均職員数である。

消 費 税 雑 支 出 1,105,935

その他雑支出 1,321

総 費 用 52,868,452

以上の結果を事業の収益性を示す経営比率で見ると、表７のとおりである。

(表７)経 営 比 率 表

項 目 平成１３年度 算 式

営 業 利 益
経営資本営業利益率(％) ０．７

経 営 資 本
営 業 利 益

営業収益営業利益率(％) ２２．９
営 業 収 益
営 業 収 益

経 営 資 本 回 転 率(回) ０．０５
経 営 資 本
総 費 用

総費用総対収益比率(％) １１０．２
総 収 益

(注)１ 経営資本＝総資本-（建設仮勘定+投資）である。
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（２）財政状態について

ア 資本的収支について

資本的収支については、表８のとおりである。

当年度における資本的収入は、１２２億２３０万余円で、その内訳は、企業債が１０１億

５，９２０万円、雑収入が、２０億４，３１０万余円である。

一方、資本的支出は、５７９億６，０４３万余円で、その内訳は、埋立事業費が３４９億

３，７３０万余円、投資が６０億１，６２０万円、企業債費が、１７０億６９３万余円であ

る。

（表８）資本的収支表 （単位：千円）

区 分 平成１３年度

資収 企 業 債 10,159,200

本 雑 収 入 2,043,109

的入 計 12,202,309

資支 埋 立 事 業 費 34,937,304

本 投 資 6,016,200

的出 企 業 債 費 17,006,932

計 57,960,437

資 本 的 収 支 45,758,127△

イ 資産及び負債・資本について

平成１３年度東京都臨海地域開発事業会計開始貸借対照表（平成１３年４月１日）は、別

表２比較貸借対照表平成１３年度期首のとおりである。これは、平成１２年度臨海副都心開

発事業会計及び平成１２年度羽田沖埋立事業会計の貸借対照表期末残高を平成１２年度埋立

事業会計の貸借対照表期末残高に統合したもので、各会計の資産区分を統合先の「宅地造成

事業」である埋立事業会計の科目体系に整理し、また、各会計間の資金の貸借及び出資の関

係を整理したものである。

当年度末の資産及び負債・資本の状況については、別表２比較貸借対照表平成１３年度決

算のとおりである。

資産総額は、１兆４，７２６億９，６１０万余円で、期首（平成１３年４月１日）の計上

額（１兆４，７９９億３，６８４万余円）と比較して、７２億４，０７４万余円（０．５

％）減少している。これは、埋立地造成が１３４億６，２７９万余円（１．３％）、固定資

産が、６１億８，６２０万余円（１．９％）増加したものの、流動資産が２６８億７，３２

２万余円（２４．７％）減少したものである。

埋立地造成の増加は、主に未成埋立地が１２３億９，２０８万余円、完成埋立地が１０億
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８，０８０万余円それぞれ増加したことなどによるものである。未成埋立地の増加は、主に

臨海副都心地区事業費が７５億８，４３９万余円、港湾計画埋立地区事業費が４９億

４，４６４万余円増加したことなどによるものである。

固定資産の増加は、投資有価証券が、東京臨海高速鉄道株式会社の増資を引き受けたこと

により、６０億１，６２０万円増加したことなどによるものである。

また、流動資産の減少は、未収金が２１２億１，８０３万余円減少したことなどによるも

のである。

負債総額は２，８２４億２，４７３万余円であり、期首（２，８１１億８，５９７万余

円）と比較して１２億３，８７５万余円（０．４％）増加している。これは、固定負債が８

億４，６９８万余円（０．３％）増加したことなどによるものである。

固定負債の増加は、その他固定負債が８億４，６９８万余円増加したことによるものであ

る。

また、資本総額は１兆１，９０２億７，１３６万余円であり、期首（１兆１，９８７億

５，０８７万余円）と比較して８４億７，９５０万余円減少（０．７％）している。これは、

資本金が５６億３３１万円（０．５％）、剰余金が２８億７，６１８万余円（１６．３％）

それぞれ減少したことによるものである。

資本金の減少は、企業債が５６億２，３００万余円減少したことにより、借入資本金が減

少したことによるものである。

剰余金の減少は、開発者負担金の増加により、資本剰余金が２０億５０万円増加したもの

の当年度未処理欠損金が、４３億９，３７４万余円生じたことにより、利益剰余金が４８億

７，６６８万余円減少したことなどによるものである。

次に、当年度における有利子負債及び支払利息の状況は、表９のとおりであり、有利子負

債については、企業債を１０２億円発行し、１５８億２，３００万円償還したことから、当

年度末現在８，０２７億１，９８４万余円の残高となっている。
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（表９）有利子負債及び支払利息の状況 （単位：千円）
平成13年度 平 成 13 年 度 平成13年度 増（△）減

区 分
末残高（Ａ） 期首在高

増 加 減 少 （Ｂ） （Ａ)－(Ｂ）

企 業 債 569,055,120 10,200,000 15,823,000 574,678,120 △ 5,623,000
有 負
利 年 賦 未 払 金 233,664,726 0 0 233,664,726 0
子 債

計 802,719,846 10,200,000 15,823,000 808,342,846 △ 5,623,000

Ｃ)－(Ｄ)区 分 平成13年度支払額 (Ｃ) 平成12年度支払額 (Ｄ) 増(△)減(
企業債利息及

支 利 企業債取扱諸費 17,224,507 － －

延払利息 9,147,282 － －
払 息

計 26,371,789 － －

なお、財政状態を示す財務比率は、表１０のとおりである。

（表１０）財 務 比 率 表 (単位：％)

項 目 平成13年度 算 式

流動資産流 動 比 率 411.6 流動負債

自己資本自己資本構成比率 42.2 総 資 本

固定資産固定資産対長期資本比率 95.7 長期資本

(注)1 固定資産対長期資本比率における固定資産は、固定資産＋埋立地造成による。

(注)2 自己資本＝自己資本金＋剰余金

(注)3 長期資本＝資本金＋剰余金＋固定負債

ウ 資金収支について

資金収支の状況については、表１１のとおりである。

資本的収入の総額は１２２億２３０万余円であり、これに対して資本的支出の総額は５７

９億６，０４３万余円である。

この資本的収支に、翌年度への繰越工事資金１６億１，８１９万円及び前年度繰越工事資

金３２億５，９０６万余円を加えた資本的収支資金不足額は、４４１億１，７２５万余円と

なっている。

この資本的収支資金剰余額に、損益勘定留保資金等の収益的収支資金剰余額１８４億
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９，３１２万余円を加えると、当年度資金不足額は２５６億２，４１２万余円となっている。

この結果、平成１３年度末の繰越資金は表１２のとおり、６０３億１，３８５万余円とな

っている。

（表１１）資 金 収 支 表 (単位：千円)

支 出 収 入

項 目 金 額 項 目 金 額

資 本 的 支 出 （A） 57,960,437 資 本 的 収 入（B） 12,202,309

翌年度への繰越工事資金（C) 1,618,194 前年度繰越工事資金（D） 3,259,066

計（E＝A＋C） 59,578,631 計（F＝B＋D） 15,461,375

資本的収支資金不足額

（G＝F－E） 44,117,256

当 年 度 純 利 益 △ 4,876,686

損 益 勘 定 留 保 資 金 22,825,193

減価償却費・資産減耗費 94,040

埋 立 地 処 分 原 価 7,063,662

臨海副都心用地処分原価 14,725,992

不 用 品 売 却 原 価 543

消 費 税 雑 支 出 941,038

貯 蔵 品 売 却 △ 82

預 か り 保 証 金 483,009

消 費 税 収 支 調 整 額 61,611

計（H） 18,493,127

収益的収支資金剰余額(I＝H) (18,493,127)

当年度資金不足額(K=G-I) 25,624,129

合 計 （E） 59,578,631 合 計 （F＋H＋K） 59,578,631

(注)前年度繰越工事資金は、平成１２年度における埋立事業会計繰越工事資金(1,547,966千

円）及び臨海副都心事業会計繰越工事(1,711,100千円)を合計したものである。

（表１２）繰 越 資 金 状 況 (単位：千円)

年 度

平成13年度期首 平成13年度期末

項 目

繰 越 資 金 85,937,988 60,313,859

（注）期首繰越資金は、平成１２年度末における埋立事業会計繰越額（24,634,283千円）、臨

海副都心開発事業会計繰越額（1,989,522千円）及び羽田沖埋立事業会計繰越額（59,31

4,183千円）を合計したものである。

（３）建設改良事業について

埋立事業は、東京港第６次改訂港湾計画と臨海副都心まちづくり推進計画に基づき、埋立地

の造成、整備及び開発を実施している。本事業計画区域の埋立地については、有明北地区及び

豊洲・晴海地区を除いてほぼ完了している。
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平成１３年度の埋立事業は、表１３のとおり、予算額４３０億９、１３９万余円に対し、執

行額３４９億３，７３０万余円で、執行率８１．１％となっており、主な事業の執行状況は次

のとおりである。

埋立地造成事業は、豊洲・晴海地区の防潮護岸整備等を実施するとともに東京港臨海道路整

備等に関する工事に対して開発者として負担を行っている。

臨海副都心建設事業は、有明北地区の埋立造成に係る地盤改良工事等を実施するとともに、

東京港臨海道路整備等に関する工事等に対して開発者として負担を行っている。

なお、翌年度繰越額の主なものは、臨海副都心建設事業において、有明北地区護岸築造工事

が先行工事の遅れから着手が遅れたことによる繰越額８億６，９４１万余円である。

(表１３) 平成１３年度建設改良事業執行状況 （単位：千円、％）

区 分 予算現額 決算額 翌年度繰越額 不用額 執行率

埋立地造成費 8,234,000 6,549,645 26,125 1,658,229 79.5

臨海副都心建設費 26,604,066 22,241,227 1,592,069 2,770,769 83.6

環境整備費その他 8,253,330 6,146,431 － 2,106,898 74.5

合 計 43,091,396 34,937,304 1,618,194 6,535,897 81.1



（別表1）　損　益　計　算　書

　  　　（単位：円）

   平 成 １３　年 度

科　　　　　　　　目 　金　 　額

　

１　営　　業　　収　　益 34,476,979,695

11,424,980,043

9,803,946,078

3,790,477,364

9,457,576,210

２　営　　業　　費　　用 26,568,705,662

7,063,662,048

14,725,992,739

4,685,010,867

93,059,104

980,904

7,908,274,033

13,514,786,379

10,185,397,235

3,329,389,144

26,299,746,676

25,191,945,843

1,107,800,833

12,784,960,297

4,876,686,264

4,876,686,264

482,939,541

4,393,746,723

５　営　業　外　費　用

支 払 利 息 及 企 業 債 取 扱 諸 費

 ６　営　業　外　損　失(4-5)

雑 支 出

資 産 減 耗 費

３　営　業　利　益　(1-2)

受 取 利 息

雑 収 益

４　営　業　外　収　益

埋 立 地 処 分 原 価

臨 海 副 都 心 用 地 処 分 原 価

一 般 管 理 費

減 価 償 却 費

埋 立 地 処 分 収 益

臨 海 副 都 心 用 地 処 分 収 益

埋 立 地 賃 貸 料 収 益

臨 海 副 都 心 用 地 賃 貸 料 収 益

　７　経　常　損　失(3+6)

　８　当　年　度　純　損　失

　９　前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

　10 当年度未処理欠損金(8-9)

-１０-



（（別表２）　比　較　貸　借　対　照　表

　  　　

科　　　　　　　　　　目 　金 　　額 構成比 　金 　　額 構成比 　金 　　額  増減率

（Ａ） （B） （Ｃ＝Ａ-B） (C/B×100）

固     定      資     産 329,562,770,072 22.4 323,376,567,074 22.0 6,186,202,998 1.9

有   形   固   定   資   産 805,943,713 0.1 793,574,828 0.1 12,368,885 1.6

建 物 648,696,162 0.0 648,696,162 0.0 0 0

建 物 減 価 償 却 累 計 額 △ 163,478,696 △ 0.0 △ 149,312,715 △ 0.0 △ 14,165,981 9.5

構 築 物 154,169,996 0.0 229,672,965 0.0 △ 75,502,969 △ 32.9

構 築 物 減 価 償 却 累 計 額 △ 112,775,495 △ 0.0 △ 119,320,292 △ 0.0 6,544,797 △ 5.5

機 械 及 装 置 147,622,980 0.0 173,912,780 0.0 △ 26,289,800 △ 15.1

機 械 及 装 置 減 価 償 却 累 計 額 △ 117,813,300 △ 0.0 △ 124,586,301 △ 0.0 6,773,001 △ 5.4

車 両 運 搬 具 21,981,000 0.0 36,513,300 0.0 △ 14,532,300 △ 39.8

車 両 運 搬 具 減 価 償 却 累 計 額 △ 19,015,050 △ 0.0 △ 32,608,935 △ 0.0 13,593,885 △ 41.7

船 舶 763,615,863 0.1 763,810,863 0.1 △ 195,000 △ 0.0

船 舶 減 価 償 却 累 計 額 △ 725,094,542 △ 0.0 △ 725,279,792 △ 0.0 185,250 △ 0.0

工 具 器 具 及 備 品 258,138,460 0.0 145,861,170 0.0 112,277,290 77.0

工具器具及備品減価償却累計額 △ 50,103,665 △ 0.0 △ 53,784,377 △ 0.0 3,680,712 △ 6.8

無   形   固  定  資  産 78,878,191 0.0 409,222,323 0.0 △ 330,344,132 △ 80.7

地 上 権 0 0 124,800,000 0.0 △ 124,800,000 △ 100

電 話 加 入 権 1,434,288 0.0 5,132,088 0.0 △ 3,697,800 △ 72.1

そ の 他 無 形 固 定 資 産 77,443,903 0.0 279,290,235 0.0 △ 201,846,332 △ 72.3

投                  資 328,677,948,168 22.3 322,173,769,923 21.8 6,504,178,245 2.0

投 資 有 価 証 券 50,746,200,000 3.4 44,730,000,000 3.0 6,016,200,000 13.5

年 賦 未 収 金 1,294,205,338 0.1 1,529,376,125 0.1 △ 235,170,787 △ 15.4

長 期 貸 付 金 268,961,120,000 18.3 268,961,120,000 18.2 0 0

そ の 他 投 資 7,627,085,322 0.5 6,903,936,290 0.5 723,149,032 10.5

差 入 補 償 金 49,337,508 0.0 49,337,508 0.0 0 0

埋   立   地   造   成 1,061,325,504,374 72.1 1,047,879,224,464 70.8 13,446,279,910 1.3

完   成   埋   立   地 583,810,395,106 39.6 582,729,590,646 39.4 1,080,804,460 0.2

477,419,756,016 32.4 465,027,667,183 31.4 12,392,088,833 2.7

港 湾 計 画 埋 立 地 区 事 業 費 86,224,794,931 5.9 81,280,146,148 5.5 4,944,648,783 6.1

臨 海 副 都 心 地 区 事 業 費 398,475,511,421 27.1 390,891,116,805 26.4 7,584,394,616 1.9

羽 田 沖 埋 立 地 区 事 業 費 10,497,639,803 0.7 10,497,628,067 0.7 11,736 0.0

埋 立 関 連 費 442,076,624 0.0 532,457,390 0.0 △ 90,380,766 △ 17.0

雑 収 入 △ 18,220,266,763 △ 1.2 △ 18,173,681,227 △ 1.2 △ 46,585,536 0.3

年 賦 期 限 未 了 埋 立 地 95,353,252 0.0 121,966,635 0.0 △ 26,613,383 △ 21.8

港 湾 計 画 埋 立 地 区 95,353,252 0.0 121,966,635 0.0 △ 26,613,383 △ 21.8

流     動      資      産 81,807,828,892 5.6 108,681,058,004 7.3 △ 26,873,229,112 △ 24.7

現     金     預     金 78,638,261,227 5.3 83,449,734,828 5.5 △ 4,811,473,601 △ 5.8

預 金 78,638,261,227 5.3 83,449,734,828 5.5 △ 4,811,473,601 △ 5.8

未　　　　収　　　　　金 1,810,635,665 0.1 23,028,668,033 1.6 △ 21,218,032,368 △ 92.1

営 業 未 収 金 1,159,961,461 0.1 54,992,569 0.0 1,104,968,892 　　　　－

営 業 外 未 収 金 311,693,465 0.0 1,259,097,135 0.1 △ 947,403,670 △ 75.2

未 収 消 費 税 還 付 金 35,108,451 0.0 0 0 35,108,451 　　　　－

そ の 他 未 収 金 303,872,288 0.0 21,714,578,329 1.5 △ 21,410,706,041 △ 98.6

貯　　　　蔵　　　　　品 3,752,000 0.0 3,876,417 0.0 △ 124,417 △ 3.2

前　　　　払　  　　　金 1,353,500,000 0.1 2,197,098,726 0.1 △ 843,598,726 △ 38.4

そ の 他  流 動  資  産 1,680,000 0.0 1,680,000 0.0 0 0

資      産      合       計 1,472,696,103,338   100 1,479,936,849,542   100 △ 7,240,746,204 △ 0.5

                                       

未   成   埋   立   地

　　　　　（単位：円、％）

    平 成 １３ 年 度 決 算    平 成 １３ 年 度 期 首 　　増（△）減
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（（別表２）　比　較　貸　借　対　照　表 　　　　　　（単位：円、％）

　  　　

科　　　　　　　　　目 　金　  　額 構成比 　金　  　額 構成比 　金 　　額  増減率

　　（Ａ） 　　（B） （Ｃ＝Ａ-B） (C/B×100)

固     定     負     債 262,548,962,937 17.8 261,701,975,632 17.7 846,987,305 0.3

233,664,726,408 15.9 233,664,726,408 15.8 0 0

28,884,236,529 2.0 28,037,249,224 1.9 846,987,305 3.0

年 賦 未 収 引 当 金 1,294,205,338 0.1 1,529,376,125 0.1 △ 235,170,787 △ 15.4

原 価 見 返 額 24,705,909,619 1.7 24,829,909,521 1.7 △ 123,999,902 △ 0.5

預 か り 保 証 金 1,257,036,250 0.1 774,027,288 0.1 483,008,962 62.4

そ の 他 固 定 負 債 1,627,085,322 0.1 903,936,290 0.1 723,149,032 80.0

流   　動　 　負　  　債 19,875,773,979 1.3 19,484,003,224 1.3 391,770,755 2.0

  未               払                 金未       払        金 17,331,959,626 1.2 16,974,870,496 1.1 357,089,130 2.1

営 業 未 払 金 391,841,874 0.0 484,571,212 0.0 △ 92,729,338 △ 19.1

埋 立 造 成 未 払 金 16,860,502,162 1.1 16,371,145,030 1.1 489,357,132 3.0

未 払 消 費 税 0 0 13,767,100 0.0 △ 13,767,100 △ 100

そ の 他 未 払 金 79,615,590 0.0 105,387,154 0.0 △ 25,771,564 △ 24.5

前　 　　 受         金 235,311,167 0.0 439,744 0.0 234,871,423 　　　－

営 業 外 前 受 金 235,311,167 0.0 439,744 0.0 234,871,423 　　　－

そ　の　他　流　動　負　債 2,308,503,186 0.2 2,508,692,984 0.2 △ 200,189,798 △ 8.0

預 り 金 412,503,186 0.0 612,692,984 0.0 △ 200,189,798 △ 32.7

そ の 他 流 動 負 債 1,896,000,000 0.1 1,896,000,000 0.1 0 0

　負　　債　　合　　計 282,424,736,916 19.2 281,185,978,856 19.0 1,238,758,060 0.4

資　　　　本　　　　金 1,175,533,905,795 79.8 1,181,137,223,795 79.8 △ 5,603,318,000 △ 0.5

自 　己　　資 　本 　金 606,478,785,795 41.2 606,459,103,795 41.0 19,682,000 0.0

借   入   資   本   金 569,055,120,000 38.6 574,678,120,000 38.8 △ 5,623,000,000 △ 1.0

企 業 債 569,055,120,000 38.6 574,678,120,000 38.8 △ 5,623,000,000 △ 1.0

剰　　　　余　　 　　金 14,737,460,627 1.0 17,613,646,891 1.2 △ 2,876,186,264 △ 16.3

資　 本 　剰 　余　 金 8,631,207,350 0.6 6,630,707,350 0.4 2,000,500,000 30.2

受 贈 財 産 評 価 額 6,255,727,366 0.4 6,255,727,366 0.4 0 0

開 発 者 負 担 金 2,000,500,000 0.1 0 0 2,000,500,000 　　　－

そ の 他 資 本 剰 余 金 374,979,984 0.0 374,979,984 0.0 0 0

利　 益 　剰　 余 　金 6,106,253,277 0.4 10,982,939,541 0.7 △ 4,876,686,264 △ 44.4

減 債 積 立 金 10,500,000,000 0.7 10,447,000,000 0.7 53,000,000 0.5

当年度未処分利益剰余金 0 0 535,939,541 0.0 △ 535,939,541 △ 100

当 年 度 未 処 理 欠 損 金 4,393,746,723 0.3 0 0 4,393,746,723 　　　－

　資　　本　　合 　　計 1,190,271,366,422 80.8 1,198,750,870,686 81.0 △ 8,479,504,264 △ 0.7

　負　債　・　資　本　合　計 1,472,696,103,338   100 1,479,936,849,542   100 △ 7,240,746,204 △ 0.5

　    　増 （△） 減

年　賦　未　払　金

そ の 他  固  定  負　債

    平 成 １３ 年 度 決 算    平 成 １３ 年 度 期 首

-  １２  -
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